
 

1   

 芦屋市商店街新規出店チャレンジ応援事業補助金交付要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、芦屋市が交付する商店街新規出店チャレンジ応援事業補助金

（以下「補助金」という。）の公正かつ効率的な使用の促進に関して必要な事項を

定める。 

（交付対象事業）  

第２条 補助金の交付対象となる事業は、やる気のある創業希望者や商業者が商店

街・小売市場（以下「商店街」という。）の空き店舗（前の事業者が撤退し、現に

営業活動が行われていない店舗をいう。以下同じ。）に新規出店する事業とする。 

（交付対象事業者） 

第３条 補助金の交付対象事業者は、次のとおりとし、原則として、事前に公益財団

法人ひょうご産業活性化センターの商業アドバイザー派遣事業による支援を受け

るものとする。ただし、芦屋市商工会が実施する中小企業診断士等の専門家派遣

制度等同様の支援を受けている場合は、商業アドバイザー派遣事業による支援を

受けたと見なすことができる。 

(1) 商店街内の空き店舗での開業を希望する創業予定者 

(2) 商店街内の空き店舗への新規出店希望者（中小企業基本法（昭和３８年法律第

１５４号）第２条第１項の中小企業者に限る。） 

(3) 市長が特に必要と認める者 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助事業を

適切に実施し得るために必要な経費であって、次に掲げるものとする。  

(1) 店舗賃借料  

(2) 店舗改装費（内装工事費、ファサード整備費に限る。） 

（補助事業の採択基準） 

第５条 補助事業は、次に掲げる基準を総合的に勘案し、充足性の高いものから予算

の範囲内において採択するものとする。 

(1) 補助事業の実施が確実である等事業内容の熟度が高いこと。 

(2) 補助事業の実施により集客力の増加が見込まれる等中小商業活性化の効果が高

いこと。 
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(3) 補助事業の実施による目指すべき目標が具体的に設定されていること。 

（補助事業の実施期間） 

第６条 補助事業の実施期間は、当該補助金の交付の決定（以下「交付決定」とい

う。）を受けた日から当該交付決定の日が属する市の会計年度の末日までとする。 

（補助金の額） 

第７条 補助金の額は、補助対象経費の６分の１の額（千円未満の端数が生じる場合

は、その端数を切り捨てた額）とし、１つの事業に対し交付する補助金の限度額

は、７５万円とする。 

２ 前項において、交付対象事業者が他の団体の補助制度を併用する場合の取扱い

は、市長が別に定める。 

（交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助金交

付申請書（様式第１号）及び添付書類を指定する期日までに市長に提出しなけれ

ばならない。 

（補助金の交付決定） 

第９条 市長は、前条の申請に係る書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等によ

り、当該申請に係る補助金を交付すべきものと認めたときは、補助金の交付決定

をし、適当と認めないときは、理由を付記した書面により申請者に通知するもの

とする。なお、交付決定の段階で仕入れに係る消費税等相当額が明らかな場合に

は、これを除いた額について交付決定を行うこととする。 

２ 市長は、交付決定をする場合において、補助金の交付の目的を達成するため、必

要があるときは、条件を付するものとする。 

３ 市長は、交付決定の内容及びこれに付した条件を、補助金交付決定通知書（様式

第２号）により申請者に通知するものとする。 

（補助事業の変更） 

第１０条 補助事業者は、前条の決定を受けた後、やむを得ない事由により次に掲げ

る変更を行おうとする場合は、補助金変更交付申請書（様式第３号）並びに変更

金額及び変更内容を確認できる添付書類を変更があった日から２週間以内に市長

に提出しなければならない。 

(1) 補助事業に要する経費の配分の変更 

(2) 補助事業の内容の変更（補助事業の目的、効果に影響を及ぼさない範囲で補助

事業の細部の変更をする場合を除く。） 

２ 市長は、前項の申請があったときは、書類の審査及び必要に応じて行う現地調査
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等により、当該変更が適当であると認めたときは、その旨を補助金交付決定変更

通知書（様式第４号）により、当該申請者に通知するものとする。 

（補助事業の中止又は廃止） 

第１１条 補助事業者は、中止又は廃止しようとするときは、補助事業中止（廃止）

承認申請書（様式第５号）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請に対し、申請事項を承認すべきものと認めたときは、補助事

業中止（廃止）承認通知書（様式第６号）により、当該申請者に通知するものと

する。 

（補助事業の実施方法） 

第１２条 交付対象事業者は、当該補助事業を行うにあたり、店舗所有者と賃貸借契

約を締結し、賃貸借契約書に定められた賃借料の一部に当該補助金を充当するも

のとする。 

２ 交付対象事業者は当該補助事業を行うにあたり、内装工事・ファサード整備につ

いて、工事請負契約書を締結し、工事請負契約書に定められた内装工事費・ファ

サード整備費の一部に当該補助金を充当するものとする。 

（事業遂行の義務） 

第１３条 補助事業者は、補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に従い、善

良な管理者の注意をもって補助事業を行わなければならない。 

（遂行状況の報告書等） 

第１４条 補助事業者は、市長から補助事業の遂行状況の報告を求められたときは、

当該報告をしなければならない。 

２ 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了する見込みがない場合又は補助事

業の遂行が困難となった場合は、速やかに補助事業遂行困難状況報告書（様式第

７号）を市長に提出して、その指示を受けなければならない。 

（実績報告） 

第１５条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の中止又は廃止の承認

を受けるときを含む。以下同じ。）又は第９条の交付決定に係る市の会計年度が終

了したときは、補助事業実績報告書（様式第８号）及びその他市長が必要と認め

る書類を事業完了後３０日以内又は当該会計年度終了後５日以内のいずれか早い

日までに市長に提出しなければならない。 

（是正命令等） 

第１６条 市長は、補助事業の完了に係る前条の実績報告があった場合において、当
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該事業の成果が交付決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるとき

は、当該内容等に適合させるための措置を執るべきことを当該補助事業者に命ず

ることができる。 

２ 前項の規定は、第１４条第１項の報告があった場合に準用する。 

３ 補助事業者は、第１項の措置が完了したときは、前条の規定に従って実績報告を

しなければならない。 

（補助金額の確定） 

第１７条 市長は、補助事業の完了に係る第１５条及び前条第３項の実績報告があっ

た場合において、当該報告に係る書類の審査及び必要に応じて行う現地調査等に

より、当該事業の成果が交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認め

たときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金額確定通知書（様式第９号）

により当該補助事業者に通知するものとする。 

２ 市長は、確定した補助金の額が、交付決定額（第１０条第２項の規定により変更

された場合にあっては、同項の規定により通知された金額をいう。）と同額である

ときは、前項の通知を省略するものとする。 

（交付） 

第１８条 市長は、前条第１項の額の確定を行ったのち、補助事業者から提出される

補助金請求書（様式第１０号）により補助金を交付する。 

２ 市長は、補助事業の安定的な遂行に困難を生ずるおそれがある等、必要があると

認めるときは、前項の規定にかかわらず、支払済みの経費について概算払するこ

とがある。 

（交付決定の取消し） 

第１９条 市長は、補助事業者が、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、

当該交付決定の全部又は一部を取り消すことがある。 

(1) この要綱の規定に違反したとき。 

(2) 補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

(3) 交付決定の内容及びこれに付した条件に違反したとき。 

(4) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

(5) 補助期間に商店街団体等を脱会したとき。 

(6) 申請に添付する誓約書に違反したとき。 

２ 市長は、前項の取消しの決定を行った場合には、その旨を補助金交付決定取消通

知書（様式第１１号）により当該補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 
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第２０条 市長は、前条第１項の取消しを決定した場合において、当該取消しに係る

部分に関し、既に補助金が交付されているときは、当該決定の日の翌日から１５

日以内の期限を定めて、その返還を命じることができる。 

２ 市長は、第１７条第１項の額の確定を行った場合において、既にその額を超える

補助金が交付されているときは、当該額の確定の日の翌日から１５日以内の期限

を定めて、その返還を命ずることができる。 

３ 市長は、やむを得ない事情があると認めたときは、前項の期限を延長することが

ある。 

（収益納付） 

第２１条 市長は、補助事業の完了により当該補助事業者に相当の収益が生ずると認

められる場合においては、当該補助金の交付の目的に反しないかぎり、その交付

した補助金の全部又は一部に相当する金額を納付すべき旨の条件を付することが

できる。 

（帳簿の備付け） 

第２２条 補助事業者は、当該補助事業に係る収入及び支出の状況を明らかにした帳

簿を備え、かつ、収入及び支出について証拠書類を整理し、当該補助事業が完了

した年度の翌年度から５年間保存しなければならない。 

（財産処分の制限）  

第２３条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下

「取得財産等」という。）を、事業完了後５年以内に、補助金の交付の目的以外の

用途に使用し、他の者に貸し付け若しくは譲り渡し、他の物件と交換し、又は債

務の担保の用に供する場合において、その取得価格又は効用の増加価格が５０万

円以上であるときは、市長の承認を受けなければならない。この場合において、

当該取得財産等が事業完了後５年を経過している場合を除き、補助事業者が取得

財産等の処分をすることにより収入があるときは、その収入の全部又は一部を芦

屋市に納付しなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の承認の対象となる財産に係る台帳を備え、事業完了後５年

間、保存しておかなければならない。  

（立入検査等） 

第２４条 市長は、補助事業の適正を期すため必要があるときは、補助事業者に対し

て報告させ、又は市職員にその事務所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検

査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 前項の職員は、その身分を示す証票を携帯し、関係者の要求があるときは、これ
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を提示しなければならない。  

（補則） 

第２５条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関して必要な事項は、市長

が別に定める。 

  

附 則 

 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 


